
患者サービス事業契約書（案） 
 

 地方独立行政法人埼玉県立病院機構（以下「甲」という。）と       （以下

「乙」という。）とは、患者サービス事業（以下「事業」という。）として、病室等に

設置するカード式テレビ、カード式冷蔵庫、カード式洗濯乾燥機、カード式電話機、床

頭台、金庫、ロッカー等の設置、維持管理並びに運営を目的とし、設置に必要な建物を

貸付ける賃貸借契約を締結する。 

   

（趣旨） 

第１条 甲と乙は、本契約に基づき事業を実施し、患者に対するサービスの向上に資す

る目的で、これを履行するものとする。 

 （事業の実施） 

第２条 乙は、本契約書及び埼玉県立がんセンター患者サービス事業（カード式テレビ

等の設置及び運営事業）仕様書に基づき履行しなければならない。 

 （物品等の設置） 

第３条 甲は、乙が事業に使用する別紙患者サービス事業数量表で示す物品等の設置を

承諾する。 

２ 前項に基づき乙が物品を設置する場所は次のとおりとする。 

資産名称 所在地 貸付箇所 面積 

埼玉県立 

がんセンター 

埼玉県北足立郡伊奈町 

大字小室７８０ 
病院棟 268.93㎡ 

 

 （賃貸借期間） 

第４条 賃貸借期間は、令和５年１１月１日から令和１０年１０月３１日までとする。 

 （契約更新等） 

第５条 この契約は、借地借家法（以下「法」という）第３８条の規定に基づくもので

あり法第２６条、第２８条及び法２９条第１項並びに民法（明治２９年法律第８９

号）第６０４条の規定は適用されないことから、契約更新に係る権利は一切発生せ

ず、前条に定める賃貸借期間満了時において本契約の更新（更新の請求及び建物の使

用の継続によるものを含む。）は行われず、賃貸借期間の延長も行われないものとす

る。 

２ 甲は、前条に定める賃貸借期間満了の１年前から６か月前までの期間（以下「通知

期間」という。）に乙に対し、賃貸借期間の満了により本契約が終了する旨を書面に

よって通知するものとする。 

３ 甲は、通知期間内に前項の通知をしなかった場合においても、通知期間経過後改め

て前条に定める賃貸借期間の満了により本契約が終了する旨の書面による通知を乙に

した場合、当該通知日から６カ月を経過した日をもって、本契約は終了する。 

 （賃貸借料） 



第６条 乙は、賃貸借料として、利用カード売上額から精算金及びカード式電話機の通

話料金を差し引いた金額に賃貸借料率〇〇％を乗じた額を毎月甲に支払うものとす

る。 

 （賃貸借料の支払い） 

第７条 乙は、甲の発行する納入通知書により、甲の指定した日までに支払うものとす

る。 

 （違約金の徴収） 

第８条 乙は、前条に定める期限までに賃貸借料を納付しなかったときは、遅延日数に

応じ、納付すべき賃貸借料の額に年２．５パーセントの割合を乗じて計算した金額を

違約金として甲に支払わなければならない。ただし、違約金の総額が 100 円に満た

ない場合は、この限りではない。 

 （契約保証金） 

第９条 契約保証金は、公募説明書に基づき提案された５年間の賃貸借料予定額の１０

０分の１とする。ただし、地方独立行政法人埼玉県立病院機構契約事務取扱規程（以

下「契約規程」という。）第２６条第２項のいずれかに該当する場合は免除すること

ができる。 

 （利用料金の設定等） 

第 10 条 乙は、患者が利用するカードの料金を設定及び変更する場合は、甲の承認を

必要とするものとする。 

 （費用負担） 

第 11 条 本契約に基づく物品等の設置、保守及び撤去等にかかわる一切の費用は、次

のとおり甲、乙が分担して負担するものとする。 

（１）本物品等の設置に関する一切の費用は乙が負担する。 

（２）本物品等の維持及び保守並びに修繕費用は乙の負担とする。 

（３）本物品等の故障等により建物及び設備に損害を与えた場合の費用は乙が負担す

る。 

（４）カード式電話用回線の設置工事に関する一切の費用は乙が負担する。 

（５）カード式電話の基本料金及び通話料金は乙の負担とする。 

（６）本物品の撤去、移動及び処分に関する一切の費用は乙が負担する。 

（７）日本放送協会との受信契約（衛星契約を含む。）は乙が行い、受信料は乙が負担

する。 

（８）本物品の使用する電気および水道料金は、甲が負担する。 

（９）その他の費用については、本契約の趣旨に照らし甲、乙が協議して定めるものと

する。 

 （権利義務の譲渡等） 

第 12 条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

（再委託の禁止） 

第 13 条 乙は、この事業の全部または一部を他に委託し、又は請け負わせてはならな

い。 



 ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

（契約の解除） 

第 14 条 甲は、乙が本契約に定める義務に違反した場合には、本契約を解除することが

できる。この場合において、解除により乙に損害があっても、甲はその責めを負わな

いものとする。 

２ 賃貸借期間以内においては、甲乙共に本契約を解約できないものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、甲において、公用、公共用又は公益事業の用に供するた

め賃貸借物件を必要とするときは、本契約を解除することができる。 

４ 第２項の規定にかかわらず甲は、乙に次の各号のいずれかに該当する行為又は事実

があった場合、乙に対し催告その他何らの手続を要することなく、直ちに本契約を解

除することができる。この場合において、解除により乙に損害があっても、甲はその

責めを負わないものとする。  

(1)本契約に先立ち乙から提出された入札に関する各種提出書類（参加申込書、誓約書

等）に虚偽の記載が確認されたとき。 

(2)賃貸借料その他の債務の支払を納期限から２か月以上怠ったとき。  

(3)手形・小切手が不渡りとなったとき、又は銀行取引停止処分を受けたとき。  

(4)差押・仮差押・仮処分・競売・保全処分・滞納処分等の強制執行の申立てを受けた

とき。  

(5)破産、特別清算、民事再生、会社更生等の申立てを受け、若しくは申立てをしたと

き。  

(6)甲の書面による承諾なく、乙が２か月以上賃貸借物件を使用しないとき。  

(7)甲の信用を著しく失墜させる行為をしたとき。  

(8)乙の信用が著しく失墜したと甲が認めるとき。  

(9)主務官庁から営業禁止又は営業停止処分を受け、自ら廃止、解散等の決議をし、又

は事実上営業を停止したとき。  

(10)資産、信用、組織、営業目的その他事業に重大な変動を生じ、又は合併を行うこと

等により、甲が契約を継続しがたい事態になったと認めたとき。  

(11)賃貸借物件及び賃貸借物件が所在する病院の用途又は目的を乙が妨げると認めたと

き。  

(12)乙が次のいずれかに該当するとき。 

 イ 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員

又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号にお

いて同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律題

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると

認められるとき。 

 ロ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認

められるとき。 

 ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められると



き。 

 ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

と認められるとき。 

 ホ 役員等が暴力団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。 

 へ 再委託契約その他の契約（以下「再委託契約等」という。）に当たり、その相

手方がイからホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結

したと認められるとき。 

 ト 乙が、イからホまでのいずかに該当する者を再委託契約等の相手方としていた

場合（ヘに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該再委託契約等の解除を

求め、乙がこれに従わなかったとき。  

(13)前各号に準ずる事由により、甲が契約を継続しがたいと認めたとき。 

（契約解除に伴う損失） 

第 15 条 前条の規定によりこの契約を解除した場合において、乙に損害を生ずることが

あっても、甲はその責めを負わないものとする。 

 （事業品の撤去及び回収） 

第 16 条 第 14 条の規定によりこの契約を解除した場合において、乙は甲が指定する期

間内に物品等、カードの撤去及び回収を乙の負担により行わなければならない。 

  ただし、期間設定については、甲が患者に対するサービスの低下を生じないと判断

した間とし、乙はこれに従うものとする。 

 （損害賠償） 

第 17 条 乙は、その責めに帰する理由により、甲又は第三者に対して損害を与えた場合

には、その損害に相当する金額を支払わなければならない。ただし、乙が現状に復し

た場合は、この限りでない。 

 （契約の費用） 

第 18条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

 （状況報告等） 

第 19 条 乙は甲に対し、カード売上額を毎月報告しなければならない。必要に応じて資

料の提出を求め、又は状況報告等の調査、指示をすることができる。 

 （秘密の保持） 

第 20条 乙は、業務実施に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

 （定めのない事項） 

第 21 条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、甲、乙協

議して定めるものとする。 

 

  この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙が記名押印の上、それぞ

れその１通を所持する。 

 

  令和  年  月  日 



 

                     埼玉県北足立郡伊奈町大字小室７８０番地 

              甲  地方独立行政法人埼玉県立病院機構 

                  埼玉県立がんセンター病院長 影山 幸雄 印 

 

 

                 乙    

                                     印 


